
(様式1)

所属名： 子育て応援課 
(単位：千円、人)

事業番号 事業名
新規・継続
等の別

当初要求額
前年度
当初要求額

前々年度
決算額

一般職
人数

会計年度
職員員数

3 民生費 1 社会福祉費 12
重層的支援体制整備
事業費

1631 こども家庭センター運営事業 継続 4,948 8,400 0 0.4 1.0 

1637 地域子育て支援拠点事業 継続 17,224 17,224 0 0.1 0.0 

小計 22,172 25,624 0 0.5 1.0 

3 民生費 2 児童福祉費 1 児童福祉総務費 576 放課後健全育成事業 継続 58,250 54,678 54,900 0.2 0.0 

581 児童手当支給事業 継続 310,522 248,371 219,351 0.5 0.0 

839 要保護児童対策事業 継続 508 630 68 0.8 0.0 

1062 ファミリーサポートセンター事業 継続 115 113 92 0.1 1.0 

1198 子ども・子育て支援事業 継続 54 76 34 0.1 0.0 

1272 教育・保育施設型給付事業 継続 140,432 143,147 146,304 0.2 0.0 

1309 乳幼児家庭保育支援給付事業 継続 7,500 9,000 9,077 0.2 0.0 

1641 児童福祉総務事業 継続 336 336 0 0.1 0.0 

小計 517,717 456,351 429,826 2.2 1.0 

3 民生費 2 児童福祉費 2 保育所運営費 89 保育所運営（配分外） 継続 141,437 153,409 151,472 2.2 0.0 

91 特別保育 継続 21,023 23,272 32,599 0.4 0.0 

369 しらとりこども園 継続 19,294 20,597 19,737 11.0 14.9 

371 やばせこども園 継続 18,628 19,159 16,239 8.0 15.7 

372 こがねこども園 継続 22,144 14,785 13,201 8.0 8.6 

374 ことうらこども園 継続 9,781 10,724 10,208 8.0 4.2 

375 ふなのえこども園 継続 15,730 14,259 13,166 9.0 10.0 

小計 248,037 256,205 256,622 46.6 53.4 

4 衛生費 1 保健衛生費 2 予防費 100 母子保健事業 継続 16,599 16,066 11,112 2.6 0.2 

104 予防接種 継続 39,982 42,207 36,785 0.4 0.0 

1394 子育て世代包括支援事業 継続 3,069 3,015 1,984 1.5 0.1 

1612 出産・子育て応援交付金事業 継続 1,100 9,250 3,600 0.1 0.0 

1664 妊婦のための支援給付事業 新規 8,750 0 0 0.1 0.0 

小計 69,500 70,538 53,481 4.7 0.3 

所属合計 857,426 808,718 739,929 54.0 55.7 

令和7年度 事業体系図

款 項 目
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1631 事業名 こども家庭センター運営事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 子育て世代包括支援センター
予算区分 款 3　民生費 項 1　社会福祉費 目 12　重層的支援体制整備事業費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 4,948 3,298 825 0 0 825

前年度予算額 8,400（比較：△3,452） 前々年度決算額 0
トータルコスト 11,017 一般職人件費 2,802（0.4人） 会計年度職員人件費 3,267（1人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　属性を問わない相談体制や地域づくりを推進することを目的に、分野をまたいだ重層的支援体制整備事業を実施する。
　このうち、妊婦及びこどもとその家庭を対象として、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない包括的な相談支援や情報提供
等の支援を行う「こども家庭センター」を設置・運営する。

前年度からの
改善点等

　児童福祉法等の一部改正に伴い、｢母子保健機能（子育て世代包括支援センター）｣と｢児童福祉機能（子ども家庭総合支援
拠点）｣の一体的な運営による妊娠期からの子育て世帯に対する包括的な相談支援体制の強化のため、子育て世代包括支援セ
ンターを廃止し、こども家庭センターを設置する。これに伴い、事業名を変更。　

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
　―

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

こども家庭
センター運
営費
【改善】

　専門職員を配置し、妊娠期から出産・子育て期にわたる切
れ目ない相談支援と多様なニーズに対応できるよう体制を整
備し運営を行う。
　・母子健康管理システム委託料　　　4,556千円
　・通信運搬費（システム回線使用料）　218千円
　・印刷製本費（母子健康手帳交付関係） 32千円
　・消耗品費（相談・訪問事業関係）　　 58千円
　・修繕料（公用車）　　　　　　　　　 50千円
　・自動車保険料（公用車）　　　　　　 34千円

4,948 国2/3、県
1/6、町1/6

「子育て世代包括支援センター」を
廃止し、「こども家庭センター」を
設置する。

合計 4,948

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1637 事業名 地域子育て支援拠点事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 1　社会福祉費 目 12　重層的支援体制整備事業費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 17,224 5,741 5,741 0 0 5,742

前年度予算額 17,224（比較：0） 前々年度決算額 0
トータルコスト 17,924 一般職人件費 700（0.1人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　属性を問わない相談体制や地域づくりを推進することを目的に、分野をまたいだ重層的支援体制整備事業を実施する。
　このうち、子育て世帯が集い、相互交流や育児相談の場を提供する「地域子育て支援拠点事業」を実施する。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
　子育て世帯のニーズに対応できるよう、引き続き必要な補助を行う。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

私立保育園
運営費等補
助金

　地域子育て支援拠点事業を実施する町内私立こども園・保
育園に運営費の補助を行う。 17,224 国1/3、県

1/3、町1/3

合計 17,224

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 576 事業名 放課後健全育成事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 1　児童福祉総務費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 58,250 18,174 18,174 5,174 0 16,728

児童クラブ利用負担金
4,730
スポーツ安全保険料 168
多世代交流施設利用料
276

前年度予算額 54,678（比較：3,572） 前々年度決算額 54,900（比較：3,350）
トータルコスト 59,651 一般職人件費 1,401（0.2人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室、児童館等
を利用し、適切な遊び及び生活の場を与え、健全な育成を図る。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
○放課後児童クラブの活動がよりよいものになるよう、企業等と連携し、事業を実施する。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

運営業務委
託料（町立
４箇所）

　公立児童クラブの運営業務を民間企業に委託する。
　・浦安放課後児童クラブ　17,040千円
　　　定員70名　会場：多世代交流施設
　・八橋放課後児童クラブ　10,920千円
　　　定員60名　会場：八橋小学校内
　・聖郷放課後児童クラブ　8,160千円
　　　定員40名　会場：聖郷小学校内
　・船上放課後児童クラブ　8,880千円
　　　定員40名　会場：赤碕文化センター内

45,000

国13,423、
県13,423、
その他

4,730、町
13,424

　運営業務の委託期間が令和７年度
で終了するため、令和８年度以降の
委託先の検討を行う。

放課後健全
育成補助金

　民間で運営される児童クラブに対し補助金を交付する。
　・しおかぜクラブ（赤碕保育園）定員40名 10,709 国 1/3、県

1/3、町 1/3

放課後児童
クラブ管理
費（町立４
箇所）

　町立児童クラブの施設管理及び利用承諾、利用料徴収事務
　・消耗品費　　　　　 75千円
　・修繕料　　　　　　 502千円
　・除雪業務委託料　　 250千円
　・スポーツ安全保険料 169千円
　・多世代交流施設（1,754千円）
　　　光熱水費　　　 990千円
　　　下水使用料　　 248千円
　　　火災保険　　　 32千円
　　　火災通報手数料 50千円
　　　駐車場賃借料　 241千円
　　　手数料　　　　 174千円
　　　原材料費　　　 19千円

2,541

国699、県
699、その
他444、町

699

合計 58,250

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 581 事業名 児童手当支給事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 1　児童福祉総務費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 310,522 241,476 34,497 0 0 34,549

前年度予算額 248,371（比較：62,151） 前々年度決算額 219,351（比較：91,171）
トータルコスト 314,024 一般職人件費 3,502（0.5人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担
う児童の健やかな成長に資することを目的とする。

前年度からの
改善点等 　制度改正に伴い、新たに支給対象となった方へ手続きの周知を行うなど、適切な事務処理を行う。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○令和６年度の制度改正（支給対象者の範囲変更、所得制限の撤廃等）に伴い、手続きの周知や変更内容に対応した適切な事
務処理を行う。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

児童手当支
事業

　児童を養育する保護者へ児童手当を支給する。
　・３歳未満　　　　　　　 15,000円/人
　・３歳から高校生年代まで 10,000円/人
　（３歳誕生日の翌月から18歳到達後の最初の年度まで）
　・第３子以降の場合　　　 30,000円/人
　（多子加算：22歳年度末までの子で、親等に経済的負担が
ある場合に加算)

310,470 国 7/9、県
1/9、町 1/9

　令和６年度の制度改正により、児
童手当支給対象者の範囲変更や所得
制限の撤廃等が行われた。

児童手当事
務

・事務用品（コピー用紙等）24千円
・郵便代　　　　　　　　　28千円 52 単町

合計 310,522

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 839 事業名 要保護児童対策事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 子育て世代包括支援センター
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 1　児童福祉総務費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 508 144 144 41 0 179

子育て世帯訪問支援事業
利用料 15
子育て短期支援事業利用
料 26

前年度予算額 630（比較：△122） 前々年度決算額 68（比較：440）
トータルコスト 6,112 一般職人件費 5,604（0.8人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）
　要保護児童等の発生予防、早期発見、早期対応及び再発防止のための自立支援を行う。

前年度からの
改善点等

　こども家庭センターの設置により、関係機関との連携を強化し、必要な人に支援が行き届くよう事業の利用促進を図る。
　令和７年度は、「子どもの権利」をテーマに町民を対象とした講演会を開催し、広く町民への普及啓発を行う。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○引続き、普及啓発を行うと共に、関係機関との連携を強化し、要保護児童等の発生予防、早期発見、早期対応及び再発防止
に努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

要保護児童
対策地域協
議会運営費

　要保護児童等に関する情報交換や支援内容の協議。
　（代表者会議 １回/年、実務者会議 ２回/年、ケース連絡会
３回/年、個別支援会議 随時）
　・報償費　　　　　　　　24千円
　・消耗品費（事務用品費）10千円

34 単町
　人権・同和教育課と連携し、「子
どもの権利」をテーマに町民を対象
とした講演会を合同開催する。

養育支援訪
問事業

　養育支援が必要な家庭に訪問支援員が訪問し、養育に関す
る相談、指導、助言その他必要な支援を行う。
　・訪問支援員報償費　123千円

123 国1/3、県
1/3、町1/3

子育て世帯
訪問支援事
業
【改善】

　家事支援が必要な家庭をヘルパーが訪問し家事支援を実施
することにより、家庭や養育環境を整える。
（家事支援：食事の準備・片付け、洗濯、掃除、買い物等）
　・委託料　171千円

171 国1/3、県
1/3、町1/3

・利用しやすい制度とするため「そ
の他世帯」の利用料を見直し
　「その他世帯」の利用について、
１世帯当たり年間24時間までは無
料、年間24時間を超えた場合は1,500
円/時間の利用料負担とする。

子育て短期
支援事業

　要保護児童等の緊急避難や養育困難家庭の子育て支援とし
て、ショートステイ事業、トワイライトステイ事業、親子入
所等事業を実施。
　・委託料　180千円

180 国1/3、県
1/3、町1/3

合計 508

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1062 事業名 ファミリーサポートセンター事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 子育て世代包括支援センター
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 1　児童福祉総務費
まちづくり
ビジョン

（３）誰もが生きがいをもって輝けるまちづくり ① 誰一人取り残さない地域内での福祉の充実
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 115 38 38 0 0 39

前年度予算額 113（比較：2） 前々年度決算額 92（比較：23）
トータルコスト 3,684 一般職人件費 700（0.1人） 会計年度職員人件費 2,869（1人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）
　ファミリーサポートセンターを設置し、アドバイザーによる援助活動の調整を行い、子育て世帯の支援を行う。

前年度からの
改善点等

　ホームページ情報の充実化、訪問対応による会員登録を可能とし、事前打合せ（面談）の場を柔軟に対応することで、事業
の利用促進を図る。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○援助活動体制の維持、多様なニーズへの対応等のため、提供会員等を確保することが必要であり、会員増加につながる取り
組みや会員が活動しやすい仕組み作りに取り組んで行く。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

事業・制度
の啓発活動
【改善】

　事業や制度の周知を図るため、説明会の実施、掲示物・発
行物の作成を行う。また、会員向けの救急救命講習などを開
催する。

115 国1/3、県
1/3、町1/3

○R6政策コンテスト成果
・事業の利用促進
　赤ちゃん訪問での会員登録、提供
会員情報等のホームページ情報充実
化（それに伴う入会申込書など様式
変更・要綱改正）、事前打合せ（面
談）の場は依頼会員の意向を確認し
ながら柔軟に対応し、緊急時はオン
ライン（LINE電話等）の活用を取り
入れる。
・提供会員の確保
　体制維持のため、依頼会員の対象
年齢終了時に提供会員に登録してい
ただくようセンターから声掛けを行
う。

合計 115

その他事業内容

ファミリサポートセンター会員数（Ｒ7.2月末現在）
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1198 事業名 子ども・子育て支援事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 1　児童福祉総務費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 54 0 0 0 0 54

前年度予算額 76（比較：△22） 前々年度決算額 34（比較：20）
トータルコスト 754 一般職人件費 700（0.1人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要

事業の目的
（なんのため

に）

　「琴浦すくすくプラン」に基づき、教育・保育及び子育て支援の充実に取り組み、子育てしやすいまちづくりを総合的に進
める。
　今後一層進む少子化への対策として、結婚・妊娠・出産・子育ての一連のライフステージの中で「切れ目のない支援」を行
うために各課の情報共有・連携の推進を図り、施策を更に有効なものとしていく。

前年度からの
改善点等

「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」の結果等を基に、「琴浦すくすくプラン」の見直しを行い、子育てしやすいまち
づくりを総合的に進める。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」の結果を基に計画の見直しを行う。また、住民参加型合意形成プラットフォー
ムを活用した意見聴取を行い、次期計画に反映させる。
○将来的な子どもの人数予測に基づき、こども園の適正な規模等の検討を行う。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

子ども・子
育て会議 　子ども・子育て会議の開催（年２回） 44 単町

庁内プロジ
ェクトチー
ム会議

　庁内各課による子育て関連施策の情報共有、連携の推進を
図る。（随時） 10 単町

合計 54

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1272 事業名 教育・保育施設型給付事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 1　児童福祉総務費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 140,432 70,027 36,722 0 0 33,683

前年度予算額 143,147（比較：△2,715） 前々年度決算額 146,304（比較：△5,872）
トータルコスト 141,833 一般職人件費 1,401（0.2人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　特定教育・保育施設設置者に教育・保育給付費を支給することにより、子どもが健やかに成長するように支援する。また、
教育・保育給付の対象外である認可外保育施設や預かり保育事業に対し施設等利用給付費を支給し、保護者の経済的負担を軽
減する。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○保育園・こども園の運営に関する制度は毎年改正等があるため、引き続き国・県の動向に注意し、適正な給付事務の執行に
努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

教育・保育
施設型給付
費給付事業

　施設の規模や利用定員によって定められた基準(公定価格)か
ら利用者負担額を差し引いた施設給付費を各施設に支払う。
【対象施設】赤碕こども園、町外私立認定こども園
　赤碕こども園 134,999千円
　広域委託分 4,145千円
　また、町免除の副食費を赤碕こども園に支払う。1,152千円
（20人分）

140,296 国1/2、県
1/4、町1/4

施設等利用
給付費 　幼稚園に通う園児の預かり保育料を施設に支払う。 136 国1/2、県

1/4、町1/4
合計 140,432

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1309 事業名 乳幼児家庭保育支援給付事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 1　児童福祉総務費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 7,500 0 1,650 0 0 5,850

前年度予算額 9,000（比較：△1,500） 前々年度決算額 9,077（比較：△1,577）
トータルコスト 8,901 一般職人件費 1,401（0.2人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　在宅で育児をする家庭に対し給付金を支給することにより、経済的支援と親子の愛着形成を深める支援を行い、乳幼児の健
全な育成を図る。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○家庭での子育て支援及び経済的負担の軽減につながっている。
〇毎月の案内送付等で事業の周知を行い、より多くの方に活用いただけるように努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

乳幼児家庭
保育支援給
付金

　６ヶ月から２歳になるまでの乳幼児を在宅で育児をする家
庭に対し、乳幼児１人につき月額3万円を給付する。
　・申請見込件数　55件

7,500 県1,650、
町5,850

合計 7,500

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1641 事業名 児童福祉総務事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 1　児童福祉総務費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業 若者の定住・UJIターンへの足掛かりとなる「住まい」と「しごと」の環境整

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 336 0 162 0 0 174

前年度予算額 336（比較：0） 前々年度決算額 0
トータルコスト 1,036 一般職人件費 700（0.1人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　子どもに関係する給付金事業を実施し、児童福祉の増進を図る。
　奨励金の支給により県外の学生のUターンIターンを促し、保育教諭の確保につなげる

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
　―

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

県外学生保
育施設就職
奨励金支給
事業

　町内保育施設に就職が内定した県外保育士養成校の学生に
対し、奨励金を支給する。
　100,000円×３名

300 県 1/2、町
1/2

災害遺児手
当

　義務教育終了前の児童の養育者が、交通事故や災害等によ
り亡くなった場合などに災害遺児手当を支給する。
（支給期間：中学３年生まで）
　3,000円×1名×12ヵ月

36 県 1/3、町
2/3

合計 336

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 89 事業名 保育所運営（配分外） 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 2　保育所運営費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 141,437 58,127 24,399 10,300 0 48,611

保育所児童措置費負担金
4,300
ふるさと未来夢基金
6,000

前年度予算額 153,409（比較：△11,972） 前々年度決算額 151,472（比較：△10,035）
トータルコスト 156,848 一般職人件費 15,411（2.2人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　各園の環境整備、職員の資質向上のための研修、働きやすい環境づくりを行い、子どもを安全・健やかに育てるために必要
な保育環境の充実・整備を行う。

前年度からの
改善点等

　紙おむつ定額制サービスの一部を町が負担することにより、サービスの利用を促進し、保護者の経済的負担と保育現場の業
務負担の軽減を図る。
　町立こども園園庭の全面芝生化を推進することにより、保育環境の充実を図る。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
○新しいやり方や、事業の見直しを通して、業務負担を減らしつつ、質の高い保育を維持するよう努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

紙おむつ定
額制サービ
スの利用促
進
【改善】

　紙おむつの定額制サービスの利用料の一部を町が負担する
ことにより、サービスの利用を促進し、保護者の経済的負担
及び保育現場の業務負担の軽減を図る。
　・助成額　500円/人/月　　・利用者見込　115人/月
　　　500円×115人×12月＝690千円

690 その他
600、町90

やばせこど
も園張芝工
事
【新規】

　やばせこども園の園庭を全面を芝生化する。 2,859
その他

2,800、町
59

保育委託事
業

・施設の規模や利用者数によって定められた基準（公定価
格）に応じ、施設給付費を施設に支払う。
【対象施設】みどり保育園、町外私立保育園・公立園
　みどり保育園　81,918千円
　広域委託分　　 1,533千円
　みどり保育園副食費免除（30人）1,728千円

・病児保育等、ニーズに対応した保育サービスを提供する。
　病児保育委託料　　630千円
　病後児保育委託料　400千円

86,209 国1/2、県
1/4、町1/4

こども園管
理費（町立
こども園）

　町立こども園を適正に管理・運営する。
【委託業務の主なもの】
　・給食調理業務委託料（しらとりこども園、やばせこども
園）32,721千円
　・こども園園庭芝維持管理委託料　2,673千円
　・こども園ICTシステム保守・運用業務委託料　4,862千円　

49,772
その他

2,600、町
47,157

・園庭芝維持管理委託料の増額
　芝生面積の拡大、芝刈り回数の見
直し等に伴う委託料の増
・こども園感染症拡大防止事業（消
毒作業委託）を廃止

こども園等
研修事業 　こども園等職員の保育の質の向上を目的に研修を行う。 557 国1/2、町

1/2
こども園組
織戦略アド
バイザー報
償金

　専門的な知見から、町立こども園の業務改善や組織戦略を
検討し、離職防止や職場改善につなげる 1,230 国1/2、町

1/2

幼児発達支
援通級指導
【新規】

　発達支援コーディネーターが園を巡回し、発達支援が必要
な園児に対して個別通級指導を実施する。また、園が行う支
援内容について、指導助言を行う。

120 国1/2、町
1/2

合計 141,437
その他事業内容

やばせこども園張芝工事
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 91 事業名 特別保育 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 2　保育所運営費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 21,023 5,283 7,183 0 0 8,557

前年度予算額 23,272（比較：△2,249） 前々年度決算額 32,599（比較：△11,576）
トータルコスト 23,825 一般職人件費 2,802（0.4人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　私立園に補助金を交付し、保育が必要な家庭の乳幼児の受入等保育ニーズへの対応を促進し、子育てを支援する。また、町
の副食費免除基準に該当する第2子以降の広域入所園児に対し、副食費支援補助金を支給し、保護者の経済的負担の軽減を図
る。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
○私立園の保育体制を確保し、保護者の保育ニーズに対応できるよう、引き続き必要な補助を行う。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

私立保育園
運営費等補
助金

　私立園（赤碕こども園、みどり保育園）の運営に関する補
助金
　・延長保育推進事業　
　・一時預かり事業　
　・乳児保育事業
　・障がい児保育事業　
　・低年齢児受入保育所保育士特別配置事業
　・保育体制強化事業　

17,207
国1/3他、
県1/3他、
町1/3他

特定教育・
保育施設副
食費支援補
助金

　町外の園に通う町基準副食費免除対象者に対し支給する。
　・対象者　４名 231 単町

就学前教
育・保育施
設整備事業

　赤碕こども園フェンス・門扉更新工事
　・対象経費　4,780千円
　・負担割合　国1/2、町1/4、事業所1/4

3,585 国2/3、町
1/3

合計 21,023

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 369 事業名 しらとりこども園 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 2　保育所運営費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 19,294 0 0 6,789 0 12,505

保育所児童措置費負担金
3,611
こども園副食費 968
保育職員等給食弁償金
1,728
延長保育料 42
緊急時預かり保育利用料
8
委託先職員食費弁償金
288
委託先職員駐車場使用料
84
休日保育利用料 60

前年度予算額 20,597（比較：△1,303） 前々年度決算額 19,737（比較：△443）
トータルコスト 157,149 一般職人件費 77,055（11人） 会計年度職員人件費 60,800（14.9人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　保護者の就労等により保育を必要とする乳幼児の保育を行う。また、就学前の子どもの幼児教育を実施するほか、保護者へ
の子育て支援を総合的に行う。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○引き続き子どもたちにとってよりよい保育環境となるよう施設運営に努める。
○休日保育・休日保育開放事業の受け入れを継続的に行えるよう努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

しらとりこ
ども園運営
費

　園の実情に応じた人員配置、維持管理等を行い、教育・保
育を実施する。 19,234

その他
6,754、町

12,989

・令和７年度園児数：104人
　　　　（利用定員：140人）
　　　　　

休日保育運
営費

　休日（日曜・祝日）において、保護者の就労形態等により
保育に欠ける子どもの保育を実施する。 35 その他35

休日保育室
開放事業

　平日就労している保護者も利用できるよう、休日保育スペ
ースを月１回程度一般開放し、休日の親子の遊び場を提供す
る。

25 単町

合計 19,294

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 371 事業名 やばせこども園 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 2　保育所運営費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 18,628 0 0 5,992 0 12,636

保育所児童措置費負担金
3,095
こども園副食費 829
保育職員等給食弁償金
1,498
延長保育料 30
緊急時預かり保育利用料
8
委託先職員食費弁償金
172
委託先職員駐車場使用料
60
一時保育利用料 300

前年度予算額 19,159（比較：△531） 前々年度決算額 16,239（比較：2,389）
トータルコスト 116,185 一般職人件費 56,040（8人） 会計年度職員人件費 41,517（15.7人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　保護者の就労等により保育を必要とする乳幼児の保育を行う。また、就学前の子どもの幼児教育を実施するほか、保護者へ
の子育て支援を総合的に行う。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○引き続き子ども達にとってよりよい保育環境となるよう施設運営に努める。
○一時保育事業の受け入れを継続的に行えるよう努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

やばせこど
も園運営費

　園の実情に応じた人員配置、維持管理等を行い、教育・保
育を実施する。 18,416

その他
5,780、町

14,018

・令和７年度園児数： 84人
　　　　（利用定員：120人）

やばせこど
も園（一時
保育）

　保護者の仕事、病気、育児疲れ､急用の際に、一時的に子ど
もの保育を実施する。
　・消耗品費　22千円
　・賄材料費 190千円

212 その他212

合計 18,628

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 372 事業名 こがねこども園 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 2　保育所運営費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 22,144 0 0 8,453 0 13,691

保育所児童措置費負担金
2,321
こども園副食費 622
保育職員等給食弁償金
1,278
延長保育料 26
緊急時預かり保育利用料
6
ふるさと未来夢基金
4,200

前年度予算額 14,785（比較：7,359） 前々年度決算額 13,201（比較：8,943）
トータルコスト 110,400 一般職人件費 56,040（8人） 会計年度職員人件費 32,216（8.6人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　保護者の就労等により保育を必要とする乳幼児の保育を行う。また、就学前の子どもの幼児教育を実施するほか、保護者へ
の子育て支援を総合的に行う。

前年度からの
改善点等 　乳児室の空調設備の更新、屋外倉庫の解体・新設により、保育環境の整備を行う。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
○引き続き子どもたちにとってよりよい保育環境となるよう施設運営に努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

こがねこど
も園運営費

　園の実情に応じた人員配置、維持管理等を行い、教育・保
育を実施する。 13,928

その他
4,253、町

9,933

・令和７年度園児数：65人
　　　　（利用定員：90人）

空調整備更
新事業
【新規】

　乳児室の空調整備（２台）の更新工事を行う。 4,334
その他

4,200、町
134

屋外倉庫解
体・新設工
事事業
【新規】

　老朽化により使用を制限している屋外倉庫を解体し、新設
する。 3,882 単町

合計 22,144

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 374 事業名 ことうらこども園 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 2　保育所運営費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 9,781 0 0 3,086 0 6,695

保育所児童措置費負担金
1,548
こども園副食費 415
保育職員等給食弁償金
1,094
延長保育料 23
緊急時預かり保育利用料
6

前年度予算額 10,724（比較：△943） 前々年度決算額 10,208（比較：△427）
トータルコスト 90,146 一般職人件費 56,040（8人） 会計年度職員人件費 24,325（4.2人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　保護者の就労等により保育を必要とする乳幼児の保育を行う。また、就学前の子どもの幼児教育を実施するほか、保護者へ
の子育て支援を総合的に行う。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
○引き続き子どもたちにとってよりよい保育環境となるよう施設運営に努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

ことうらこ
ども園運営
費

　園の実情に応じた人員配置、維持管理等を行い、教育・保
育を実施する。 9,781

その他
3,086、町

6,994

・令和７年度園児数：44人
　　　　（利用定員：60人）

合計 9,781

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 375 事業名 ふなのえこども園 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 こども未来係
予算区分 款 3　民生費 項 2　児童福祉費 目 2　保育所運営費

まちづくり
ビジョン

（２）子どもも大人も「我がまち」を誇れる教育・文化のま
ちづくり ② 子どもたちが安心して遊び、学べる環境づくり

重点事業 ふるさとへの愛着を深める、地域に根ざした体験と学びの展開
2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 15,730 0 0 4,575 0 11,155

保育所児童措置費負担金
2,321
こども園副食費 622
保育職員等給食弁償金
1,613
延長保育料 15
緊急時預かり保育利用料
4

前年度予算額 14,259（比較：1,471） 前々年度決算額 13,166（比較：2,564）
トータルコスト 120,693 一般職人件費 63,045（9人） 会計年度職員人件費 41,918（10人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　保護者の就労等により保育を必要とする乳幼児の保育を行う。また、就学前の子どもの幼児教育を実施するほか、保護者へ
の子育て支援を総合的に行う。

前年度からの
改善点等 　年度途中での新園舎移転について、園運営に支障のないよう移転作業等を確実に行う。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

〇引き続き子どもたちにとってよりよい保育環境となるよう施設運営に努める。
〇令和７年度新ふなのえこども園開園に向けて必要な準備を進める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

ふなのえこ
ども園運営
費

　園の実情に応じた独自の人員配置、維持管理等を行い、教
育・保育を実施する。 15,730

その他
4,575、町

11,155

・令和７年度園児数：59人
　　　　（利用定員：90人）
・新園舎運営費を計上

合計 15,730

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 100 事業名 母子保健事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 子育て世代包括支援センター
予算区分 款 4　衛生費 項 1　保健衛生費 目 2　予防費
まちづくり
ビジョン

（３）誰もが生きがいをもって輝けるまちづくり ④ 持続可能な医療・保健・介護事業の推進
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 16,599 313 229 0 0 16,057

前年度予算額 16,066（比較：533） 前々年度決算額 11,112（比較：5,487）
トータルコスト 34,948 一般職人件費 18,213（2.6人） 会計年度職員人件費 136（0.2人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　妊娠中から就学前までの親子の健康を守り、保護者や家族が安心して子育てを行えるようサポートする。また、妊娠前から
自分自身の健康に目を向けられるような思春期世代への意識啓発や、子どもを持ちたいと願う夫婦へ不妊・不育症治療費助成
を行い、経済的支援等を行う。

前年度からの
改善点等

　１か月児健診費用助成について、受診者の利便性向上のため、県の集合契約により委託医療機関の拡大を図るとともに、助
成上限額の引き上げにより、子育て世帯の経済的支援を行う。
　乳幼児健診(集団健診)について、医師不足のため健診医の確保が困難な現状があり、健診医の確保体制の強化のため、健診
報償費の増額を行う。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○時期を捉えて心配ごとや悩みごとを相談できる機会を持ち、ストレスの軽減や悩みごとの解消に努め、安心して子育てがで
きる環境作りを目指す。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

各種健診事
業
【改善】

　乳幼児の集団健診・医療機関での個別健診を実施し、健康
状態及び発達の確認を行う。集団健診時には保健指導・臨床
心理士による子育て相談等を
実施し、保護者の育児支援を行う。

14,404 単町（一
部、国等）

・1か月児健診費用助成
　助成上限額を6,000円に引き上げ、
委託医療機関の拡充
・乳幼児健診(集団健診)体制強化
　健診医師の確保体制整備（健診医
師報償費の増額）

各種相談事
業

　各種相談事業を実施し、成長発達の確認及び保護者の育児
支援を実施する。その他、乳幼児健診で追跡観察となった児
の経過を確認し、保護者の育児不安への相談対応を実施す
る。また、必要に応じて対象児の就園先とも情報共有し、継
続支援ができるように連携する。
　・報償費　 120千円
　・消耗品費　84千円

204 単町（一
部、国等）

歯科保健事
業

　妊婦及び乳幼児の口腔内の衛生状態を改善し、予防歯科に
対する認識を高めることを目的として、相談・教室、園巡回
むし歯予防教室、医療機関委託での妊婦歯科健診・パートナ
ー健診を実施する。
　・委託料　1,058千円（中部歯科医師会委託料、妊婦パート
ナー歯科健診）

1,058 単町（一
部、県）

新生児聴覚
検査費助成

　先天性聴覚障がい児の早期発見と早期支援を目的に実施し
ている新生児聴覚検査費の一部を助成する。
　・委託料 180千円
　・手数料 　8千円
　・扶助費　10千円

198 単町

不妊治療費
助成金事業

　不妊治療費を一部（保険適用の対象とならない先進医療や
混合診療分）助成し、治療を受ける夫婦等の経済的負担の軽
減を図る。
　・特定不妊治療費扶助費　採卵あり　100,000円×2件
　　　　　　　　　　　　　採卵なし　50,000円×1件　

250 単町

不育症治療
費等助成金
事業

　不育検査・治療費を一部助成し、治療を受ける夫婦等の経
済的負担を図る。
　・不育症治療費等　100,000円×2件

200 県1/2、町
1/2

食育推進事
業

　朝食摂取率向上や食べ物に興味や関心を深めていくことを
目的とし、食生活改善推進員と協力して町内保育園･こども園
などで食育教室を開催する。
　・消耗品費　71千円
　・委託料　 151千円

222 単町

小児慢性特
定疾病児童

　在宅療養をしている児童の生活の便宜を図るために、必要
に応じて日常生活用具の給付を行う。

63 県1/2、町
1/2
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等日常生活
用具給付事
業

　・扶助費　63千円

合計 16,599

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 104 事業名 予防接種 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 子育て世代包括支援センター
予算区分 款 4　衛生費 項 1　保健衛生費 目 2　予防費
まちづくり
ビジョン

（３）誰もが生きがいをもって輝けるまちづくり ④ 持続可能な医療・保健・介護事業の推進
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 39,982 0 1,080 0 0 38,902

前年度予算額 42,207（比較：△2,225） 前々年度決算額 36,785（比較：3,197）
トータルコスト 42,784 一般職人件費 2,802（0.4人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　感染症の発病・重症化等の予防、感染症蔓延防止を目的とした各種予防接種費の助成と啓発を行う。また、予防接種法等の
改正に伴う各種予防接種の適正な実施のため、システム改修等の必要な設備を整える。

前年度からの
改善点等 　予防接種法等の改正に伴い、HPVワクチン接種におけるキャッチアップ対象者等の接種期間延長が予定されている。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○各種予防接種対象者への接種案内、ワクチン接種の有効性等についての情報提供を確実に行う。
○感染症流行情報等を踏まえ、関係機関等と連携を図り、ワクチン接種の啓発や接種勧奨を行い、感染症の発病・重症化等の
予防、蔓延防止に努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

予防接種事
業事務

　定期予防接種、任意予防接種の事務経費（各種接種券・予
診票用紙、ガイドライン・説明書等の経費） 106 単町

定期予防接
種の実施
【改善】

　予防接種法に定めるＡ類疾病の発生や蔓延化の予防を目的
とした予防接種費助成 36,752 単町

・HPVワクチンの接種期間延長
　HPVワクチンの定期接種対象期間
中に接種機会を逃した平成9年度～平
成19年度生まれの女性（キャッチア
ップ接種対象者）、平成20年度生ま
れの女性（定期接種対象者）は、令
和８年３月31日までに接種期間延長
予定（特定要件あり）。

任意予防接
種費助成

・インフルエンザワクチン、おたふくかぜワクチン接種費助
成
　疾病の発生や重篤化を防ぐとともに、蔓延化予防を目的と
した予防接種法の法定外予防接種における費用助成。さら
に、生活保護世帯には自己負担額の２分の１相当の助成を行
う。
・特別の事情による定期予防接種再接種費助成
　骨髄移植等特別の事情によって免疫を消失された方に対す
る定期予防接種の再接種における費用助成

2,169 県1/2、町
1/2

委託外医療
機関におけ
る定期接種
費助成

　里帰り出産等で県外に帰省される等の理由により、町が委
託契約を締結していない医療機関で定期予防接種を行う場合
の費用助成。

355 単町

健康管理シ
ステム改修
【改善】

　予防接種法等の改正に伴う予防接種の各種予防接種の適正
な実施のため、システム改修等の必要な設備を整える。 600 単町

・HPVワクチンの接種期間延長
　HPVワクチンの定期接種対象期間
中に接種機会を逃した平成９年度～
平成19年度生まれの女性（キャッチ
アップ接種対象者）、平成20年度生
まれの女性（定期接種対象者）は令
和８年３月31日までに接種期間延長
予定。

合計 39,982

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1394 事業名 子育て世代包括支援事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 子育て世代包括支援センター
予算区分 款 4　衛生費 項 1　保健衛生費 目 2　予防費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 3,069 1,107 644 30 0 1,288 産後ヘルパー派遣事業利用料 30

前年度予算額 3,015（比較：54） 前々年度決算額 1,984（比較：1,085）
トータルコスト 13,645 一般職人件費 10,507（1.5人） 会計年度職員人件費 69（0.1人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　妊娠期から産褥期、そして子育て期にわたって切れ目ない支援を行うため、相談支援体制及び子育て支援体制の充実を図
る。

前年度からの
改善点等 　産後ケア事業について、里帰り先での利用（委託外医療機関利用）が可能となるよう費用助成を行う。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○産前･産後の母子が心身共に健康な生活が送れるようサポートする。子育て家庭に寄り添い、家庭訪問や産前･産後支援、子
育て支援事業を通して保護者の声を聴きながら、経済的負担や育児負担感の軽減が図れるよう、既存事業の見直し・改善を行
い、子育て世代のニーズに沿った事業となるよう努める。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

産前・産後
支援事業
【改善】

　産前から妊婦の仲間づくり支援や産後健診、家事・育児支
援事業を通して、保護者の育児不安の解消と母子が心身共に
健康な生活が送れるための支援を行う。
（産後健診、産後ヘルパー派遣事業、産後ケア事業、プレマ
マ・プレパパ交流会）

2,357

国1,079、
県316、そ
の他30、町

932

・産後ケア事業の拡充
　里帰り先での利用（委託外医療機
関利用）に対する費用助成

子育て支援
事業

　子育て世帯の経済的負担の軽減や、各種教室を通して、よ
りよい親子関係の構築や保護者の困り感に寄り添いながら、
育児負担感の軽減を図る。
（チャイルドシート等購入費助成事業、発達支援教室、ペア
レント・トレーニング教室）

712 国28、県
328、町356

合計 3,069

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1612 事業名 出産・子育て応援交付金事業 事業区分 □新規　■継続
担当課 子育て応援課 担当係 子育て世代包括支援センター
予算区分 款 4　衛生費 項 1　保健衛生費 目 2　予防費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 1,100 733 183 0 0 184

前年度予算額 9,250（比較：△8,150） 前々年度決算額 3,600（比較：△2,500）
トータルコスト 1,800 一般職人件費 700（0.1人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境を整えるため、妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近
で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援と経済的支援を一体として実施する。

前年度からの
改善点等

　令和７年度からは、子ども・子育て支援法に基づく法定事業としての「妊婦のための支援給付事業」へ移行。
　本事業は制度改正に伴う経過措置分の対応として実施する。

前年度評価で
整理した

取り組みの内容

○地区担当保健師を中心として、妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した情報提供
や必要な支援につなぐ伴走型の相談支援と経済的支援を一体として実施する。

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

出産・子育
て応援給付
金

　出生届出後に面談等の伴走型相談支援を実施すると共に、
経済的支援として現金を児童1人につき5万円支給する。
【子育て応援給付金】
　出産された方（児童１人につき）
　　50,000円×22人＝1,100,000円

1,100 国2/3、県
1/6、町1/6

・制度改正に伴う経過措置分
　令和７年３月末までの出生のう
ち、令和７年４月以降に面談を実施
し、申請を受け付けたものに対して
給付する。

合計 1,100

その他事業内容
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令和7年度　事業説明書
1 基本情報 一般会計

事業番号 1664 事業名 妊婦のための支援給付事業 事業区分 ■新規　□継続
担当課 子育て応援課 担当係 子育て世代包括支援センター
予算区分 款 4　衛生費 項 1　保健衛生費 目 2　予防費
まちづくり
ビジョン

（１）新しいひとの流れをつくりだす共生のまちづくり ⑥ 子どもを産み育てやすい環境づくり
重点事業

2 当該年度の事業費 （単位：千円）

事業費
事業費財源内訳 備考

国庫
支出金 県支出金 その他

（収入） 町債 一般財源 その他収入の内訳 町債の内訳

当初予算額 8,750 8,750 0 0 0 0

前年度予算額 0 前々年度決算額 0
トータルコスト 9,450 一般職人件費 700（0.1人） 会計年度職員人件費 0（0人）

3 事業の概要
事業の目的
（なんのため

に）

　全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境を整えるため、妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近
で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援と妊婦支援給付を効果的に組み合わせて実施する
ことにより、妊婦等の身体的、精神的ケア及び経済的支援を実施する。

前年度からの
改善点等 　―

前年度評価で
整理した

取り組みの内容
　―

細事業等 内容 予算額
（千円） 財源内訳 前年度との変更点

妊婦支援給
付金
【新規】

　妊娠届出後及び出生届出後に面談等の伴走型相談支援と組
み合わせて、経済的支援として現金を各50,000円ずつ支給す
る。
・妊娠届出後（妊婦１人につき）
　　50,000円×85人＝4,250,000円
・出生届出後（子供１人につき）
　　50,000円×90人＝4,500,000円

8,750 国10/10 　制度改正により「出産・子育て応
援給付金」から移行

合計 8,750

その他事業内容
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